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第1章 新しいまちづくりにあたって 

第1節 合併の必要性と効果 

合併の必要性と一般的な効果は、次のようになります。 

 

 1 地方自治に向けた行財政基盤の強化が可能となる 

「地域のことは地域が決める」という、本格的な地方自治の時代に入った現在、それぞ

れの自治体は地域の実情や住民のニーズを的確に把握し、自主的・自立的な判断と責任に

より、地域づくりに取り組むことが求められています。分権型社会では、市町村の事務量

が増大する一方、地域産業の再構築に向けた地域戦略等、独創的な政策立案を行える職員

が必要となります。今日、地方自治体はこのような新しい時代に対応できる行財政運営能

力を身につけることが急務となっています。 

合併することで、小規模な市町村は一定の行政規模を確保することが可能となります。

これによって、企画力や政策立案能力を含めた行政の経営能力の向上、専門的スタッフの

養成など、行政運営への効果が挙げられます。また、組織の再編による管理経費の縮減、

特別職や議員数の減少と職員の適正配置などによる人件費の削減による財政の基盤強化

が図られることが期待できます。さらに、国や県からの特別な財政等の支援も、財政基盤

の強化を一層進める手助けといえます。 

 

 2 行政サービスの向上が期待できる 

日本社会が成熟期へと移行する中、価値観や生活様式の変化に伴う高度化・多様化した

住民ニーズへの対応や、環境問題など行政の境界を越える対応が必要な課題が新たに顕在

化しています。交通網やＩＴ（情報技術）の発達により、行政の枠組みを越えた市民交流

やネットワーク化が容易となった現在、従来の行政区域にとらわれない取り組みが必要と

なっています。 

合併することで、複数市町村間の連携による広域行政での対応を越え、行政の意思決定

を一元化でき、より広域的に迅速で的確なサービスの提供を行うことが可能となります。

また、より多くの公共施設が利用できることや、各種行政サービスにおける質・量の充実

が図られることで行政サービスの向上が期待できます。 

 

 3 効率的・効果的な行財政運営が可能となる 

国・地方ともに厳しい財政状況にある中で、より効率的な行政運営が求められています。

特に、これまで市町村ごとに整備される傾向があった公共施設等は、今後広域的な視点か

ら弾力的に運用・活用していくなど、より効率的な行政運営が必要です。また、生活圏の

広域化に伴い、移動をより円滑に行うための道路整備、地域の個性を生かした土地利用等、

まちづくりをより効率的・効果的に実施することが必要となっています。 
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合併することで、行財政運営において、広域的視点からの重点的かつ効率的な財政投資

が可能となり、質の高い新しいまちづくりに取り組むことができます。例えば、重複投資

を避けることで、より大規模で特色のある施設整備や、道路・公園といった生活基盤の整

備などが可能となります。 

 

第2節 地域の課題 

新町において取り組むべき課題として、次の点があげられます。 

 

 1 ‘広さ’への対応 

深浦町、岩崎村の 2 町村の面積はそれぞれ大きく、合併すると海岸線沿いに居住区のあ

る細長いまちとなります。広大な町域をそれぞれ持つという条件から、本地域の住民の生

活圏も異なっています。こうした 2 町村を結ぶ交通環境は JR 五能線と国道 101 号のみと

なっており、地域の一体性を確保するためにも、交通環境の整備を図ることが必要となっ

ています。 

 

 2 人口減少、少子高齢化への対応 

国勢調査によると、本地域においては平成 2年に 19.7％だった高齢化率は、平成 27 年

には 44.8％となっています（同時期、国においてはそれぞれ 12.3％、26.6％）。また、国

の人口推計によると、わが国の総人口は平成 18（2006）年度にピークを迎え、その後は減

少に転じることが予測されます。本地域においても人口は減少傾向にあります。このまま

で推移すると、20 年後には 4 割弱ほど人口が減少して 7,500 人を切り、高齢者の比率は

50.4%となることが予測されます。少子化対策や高齢者への対応等、きめ細かな福祉サー

ビスの充実が必要となっています。 

 

 3 地域活性化への対応 

人口減少と少子高齢化は、生産年齢人口の減少でもあり、地域活力の低下を招きます。

こうした厳しい条件の中、地域の人的資源を育て、活用し、基幹産業である農業、水産業

を始めとする地域産業に活力を与えることが、地域活性化のために必要となっています。 

 

 4 自然環境の保全への対応 

本地域は、世界的に知られた白神山地、津軽国定公園等、豊かな自然が広がっています。

一方で、都市的生活スタイルの浸透や観光客の増加の影響を受けて、生活排水処理や増加

するごみ量への対応等、自然環境を保全する対策が必要となっています。 

 

 5 厳しい財政状況への対応 

国・地方ともに厳しい財政状況にある中で、本地域の財政状況も非常に厳しい状況に置

かれています。2町村ともに財政構造の硬直化が進んでいることから、今後は着実に財政

を改善し、財政基盤の強化を図ることが必要となっています。 
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第3節 合併の意義 

このような課題がある中で、合併は地域課題解決の１つの「手段」ととらえ、深浦町と岩

崎村の合併の意義は次のように考えます。 

 

 1 これまでのまちづくりを活かすことができる 

深浦町と岩崎村の 2 町村は、大きな地域の周辺になってしまう合併ではなく、これまで

努力してきたまちづくりを活かすことができることを第一に、お互いを合併相手とし選択

しました。 

2 町村という小さな合併だからこそ、これまでのまちづくりの方向を活かし、合併に対

する住民の声をしっかりと受け止める対応ができ、そして貴重な財政支援を最大限に活用

して、単独では難しかった生活基盤・都市基盤の整備に取り組むことで、新町の全住民の

暮らしの向上を図っていくことができるといえます。 

 

 2 ‘白神
SHIRAKAMI

’という地域イメージを最大限に活かすまちづくりが可能になる 

誕生する新町は、全長 78km におよぶ海岸線と、世界自然遺産に登録されたブナ原生林

の４分の 1 が広がる、「日本海と白神山地に抱かれたまち」となります。この訪れる人を

圧倒するほどの自然環境の豊かさは、ほかでは手に入れることのできない貴重な財産です。 

新町は白神山地最高峰の向白神岳・主峰白神岳を有し、白神山地核心地域を源流とする

追良瀬川、笹内川はその澄んだ水を日本海に注いでいます。世界に知れ渡った白神山地と

いう地域イメージを活用して活力あるまちづくりを行うためには、「１つのまち」となっ

て 2町村それぞれの特徴を組み合わせ、産業や観光の活性化につなげることが効果的とい

えます。 

 

 3 ‘質の豊かさ’が求められる時代のまちづくりの始まりである 

日本社会が成長期から成熟期へと移行した現在、ただ使い捨てて消費する社会ではなく、

‘無駄’を生み出さない社会づくりが求められています。‘目新しさ’ではなく、質の高

い‘本物’への価値がいっそう高まる時代に入ったといえるのです。 

本地域には地域に根ざし、受け継がれてきた伝統や文化が多くあります。澄んだ空気と

水があり、豊富な山海の幸に恵まれています。ここに生活する人々の自然環境との付き合

い方、蓄積されてきた経験は、「生き方の豊かさ」といえます。本地域は、時代を超えて続

く本物を育んできたまちです。こうした生き方が求められる時代にあって、この地域の知

恵と経験をもつ多くの人々のアイデアを出し合うまちづくりが、合併によって可能となる

のです。 
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第4節 計画策定の方針 

 1 計画策定の目的 

本計画は、深浦町と岩崎村が合併して新しい町づくりを進めるための基本方針を定める

ものです。本計画に基づき、新町のまちづくりを総合的・計画的・効率的に推進すること

で、新町の一体性の速やかな確立を促し、住民福祉の向上と新町全体の均衡ある発展を図

ることを目的に策定します。 

 

 2 計画の構成 

本計画は、新町を建設していくための基本方針、基本方針を実現するための主要施策・

事業計画、主要事業の実施を財政的に裏付けるための財政計画および公共的施設の統合整

備計画を中心として構成します。 

 

 3 計画の期間 

本計画の期間は、平成 17（2005）年度から令和６（2024）年度までの 20 年間とします。 

 

 4 計画策定の方法 

本計画は、2 町村の総合計画をはじめ、国・青森県などの上位計画、住民からの要望・

意見を踏まえながら、深浦町・岩崎村合併協議会で検討を行い、策定したものです。 

なお、本計画は、新町まちづくりの根幹となるべき主要事業や、新町まちづくりの特徴

となる事業についての方針を定めるものとします。新町において実施していくその他多く

の事務事業の基本方針と基本計画については、合併後、新町の総合計画において策定する

ものとします。 
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第2章 新町の概要 

第1節 位置・地勢 

新町は、青森県西南部西津軽郡に位置して

います。東は鯵ヶ沢町、西は日本海に面し、南

は秋田県と接しています。 

地形は海岸から山岳地帯まで変化に富んで

おり、ユネスコの世界自然遺産に登録されて

いる白神山地や、津軽国定公園など、美しい自

然景観が豊富な地域となっています。 

総面積は 488.77km2となりますが、海岸線ま

で険しい山岳地帯が迫っている地勢となって

おり、森林原野等の割合が約 95％を占めてい

ます。森林・原野・湖沼面積を除いた可住地面

積は総面積の 4.5%ほどとなっています。 

気候は、対馬海流の影響で沿岸部の積雪は

少ないものの、山間部は豪雪地帯となってい

ます。年間平均気温は 10～13 度です。 

 

図表 2-2 新町の面積 

総面積 人口密度 

 うち可住地面積 
総面積に占める 総面積 可住地面積 

可住地面積比率 人口密度 人口密度 

488.77 Km2 22.09 Km2 4.5% 24.1 人/Km2 534.1 人/Km2 

資料：森林・原野面積は「世界農林業センサス 1990 年」、湖沼面積は国土地理院調べ。 

総面積は国土地理院「全国都道府県市町村別面積調」（平成 12.10.1）          

注 1：可住地面積は、総面積から、森林・原野・湖沼の面積を除いたもの。                  

図表 2-3 白神山地の面積 

 面積 占有率 

青森県 

鯵ヶ沢町 4,650 ha 27.4% 

新町 4,119 ha 24.2% 

西目屋村 3,858 ha 22.7% 

（青森県計） 12,627 ha 74.4% 

秋田県 
藤里町 4,344 ha 25.6% 

（秋田県計） 4,344 ha 25.6% 

計 16,971 ha 100.0% 

 

新
町 

図表 2-1 新町の位置 

（
深
浦
町
）
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第2節 人口・世帯 

 1 総人口および世代別人口の推移 

本地域の人口は、昭和 40(1965)年以降減少傾向が続いており、平成 27(2015)年の総人

口は 8,429 人となっています。ここ 10 年間（平成 17 年～平成 27 年）をみると、約 2 割

以上の減少となっています。 

年齢 3 区分別人口構成比を見ると、年少人口（0～14 歳）、生産年齢人口（15～64 歳）

は減少、高齢者人口（65 歳以上）は増加しており、少子高齢化が進んでいます。また高齢

化率は、平成 27 年に 44.8%となっています。 

図表 2-4 総人口の推移 

 

図表 2-5 直近 10 年間における人口構成比の推移   単位：人、％ 

 
平成 17 年 

(2005) 

平成 22 年 

(2010) 

平成 27 年 

(2015) 

増減数 増減率 

(H17～H27) (H17～H27) 

年少人口(0～14 歳) 1,207 901 667 
-540 -44.7 

構成比 11.1 9.3 7.9 

生産年齢人口(15～64 歳) 5,986 5,021 3,986 
-2,000 -33.4 

構成比 54.9 51.8 47.3 

高齢者人口(65 歳以上) 3,717 3,769 3,776 
59 1.6 

構成比 34.1 38.9 44.8 

資料：国勢調査     

注１：構成比は四捨五入しているため、合計は必ずしも 100%にならない。                   
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 2 世帯 

本地域における平成 27 年の世帯数は 3,288 世帯、一世帯当たり人員は 2.47 人です。横

ばいで推移してきた世帯数自体が、平成 17 年から減少に転じ、さらに一世帯当たり人員

はここ 10 年間（平成 17 年～平成 27 年）でも 2.87 人から約 1 割以上の減少となってお

り、人口減少と小家族化が進んでいることがわかります。 

図表 2-6 世帯数および一世帯当たり人員の推移 

 

図表 2-7  直近 10 年間における世帯数および一世帯当たり人員数の推移   単位：世帯、人、％ 

 平成 17 年 

(2005) 

平成 22 年 

(2010) 

平成 27 年 

(2015) 

増減率 

 (H17～H27) 

世帯数 3,725 3,520 3,288 -11.7 

1 世帯当たり人員 2.87 2.68 2.47 -13.9 

資料：国勢調査           
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第3節 産業・観光 

本地域における就業者数は、平成 27(2015)年において 3,670 人となっています。産業別就

業者を見ると、建設業と医療、福祉の従業者が拮抗しています。 

本地域は、農業と漁業を中心とした第 1 次産業を基幹産業として発展してきました。しか

し高度経済成長の中で産業構造も変化しており、第 1 次産業の割合は平成 27(2015)年に

25.1％となっています。産業構造の推移を見ると、第 1 次産業は減少から横ばい、第 2 次産

業は誘致企業の撤退等により増加から減少、第 3次産業は増加傾向にあります。 

第 1 次産業従業者数の減少は止まりませんが、総従業者数の減少が大きく、結果として第

1 次産業は横ばいとなっています。 

一方、本地域を訪れる観光客は堅調に推移しており、宿泊業を含む第 3 次産業の割合は増

加しています。 

図表 2-8 産業構成の推移 

 

資料：国勢調査 

図表 2-9 観光客入込数の推移

 
 

資料：青森県文化観光部文化観光推進課「青森県観光統計概要」（平成 14 年） 
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第4節 交通環境 

海岸線沿いの国道 101 号が、本地域の幹線道路となっており、各集落とは町道等の生活道

路が接続しています。道路状況については、狭い道幅、急カーブ、急勾配の坂が多くなって

います。主要都市へのアクセスは、本庁舎の置かれる深浦よりいずれも車で 1～2時間かかり

ます。 

また、県道岩崎西目屋弘前線は「白神ライン」として、白神山地を中心とした観光ルート

になっています。 

公共交通機関はＪＲ五能線と路線バスとなっています。全体的には交通機関は乏しく、自

家用車が主な移動手段となっています。 

このほか、不老不死温泉・ウェスパ椿山等観光施設から、十二湖・白神岳登山道までは、弘

南バスの路線バスが運行しています。 

 

図表 2-10 主要都市への時間・距離 

 
五所川原市まで 青森市まで 弘前市まで 能代市まで 

時間 距離 時間 距離 時間 距離 時間 距離 

本庁舎（深浦） 90 分 60 ㎞ 128 分 85km 110 分 73km 92 分 61km 

支所（岩崎） 110 分 73km 149 分 99km 131 分 87km 71 分 47km 

   （大戸瀬） 55 分 35km 93 分 60km 75 分 48km 127 分 86km 

※高速道路は 80 ㎞/h、一般道路は 40 ㎞/h で算出 

図表 2-11 公共交通機関 

 詳細 

五能線 

（上り）深浦・岩崎～東能代：1 日に 5 本 

（下り）深浦～五所川原：1 日に 7 本。岩崎からは 3 本 

深浦～青森（快速深浦）：1 日上り・下りとも 1 本 

リゾートしらかみ：1 日に上り・下りとも 2 本 

弘南バス 

鰺ヶ沢－深浦線 1 日上り・下りとも 3 本 

十二湖公園線上り 5 本、下り 5 本 

＊町内線 弁天～深浦高校前 1 日上り・下りとも 2 本  
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第5節 人口推計 

新町の人口を推計※すると、人口は今後も減少を続けることが予測されます。 

 

図表 2-12 新町の人口推計 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：構成比は四捨五入しているため、合計は必ずしも 100%にならない。 

                            
※ 推計方法:推計方法はコーホート変化率法を用いています。コーホートとは、ある一定期間に出生

した集団のことで、「コーホート変化率法」とは、そのコーホートの 2時点間における人口変化を基

に、将来人口を推計する方法です。今回の推計は平成 22 年と 27 年における国勢調査の人口データを

基にしています。 
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第3章 新町まちづくりの基本方針 

第1節 まちの将来像 

新町建設の最初の 10 年は、これからの人口の減少と少子高齢化という社会に備え、地域で

真に豊かな暮らしを営むための、「まちの体力づくり」と位置づけます。 

そこで新町の将来像は次のものとします。 

 

 

 

 

次世代： 

新町は、全長 78km におよぶ長い海岸線を有し、日本海と白神山地に抱かれた地域に誕生し

ます。この優れた自然環境は、世界の宝でもあります。この自然環境の豊かさを世界に、そ

して次世代に伝えることは、日本海と白神山地とともに生きてきた私たちの使命でもありま

す。 

そして、「次世代」には、新町に生まれ、育つ子どもたちのことも指します。子どもたちの

心の豊かさを地域で育むことも、重要な使命です。 

 

‘わ’を創る： 

‘わ’は和、輪、環、話そして津軽弁の‘わ’です。 

新町はブナの原生林の栄養を蓄えた水を源泉として農林水産業を営み、日本海から吹き付

ける風をエネルギーに換えてきました。白神山地と日本海の恵みとともに生きてきたこの地

域は、「つながり」や「循環」を、経験として知っているまちです。 

‘わ’は新しいまちとなる住民同士の和、細く長いまちをつなぐネットワークの輪、白神

の「顔」として美しい景観を残し、伝えていくための環、地域として新しい歴史をつくって

いく話、そしてここに住む人々自身の心＝‘わ’をつくっていく心意気を表現しています。 

 

新町のまちづくりは、恵まれた自然環境との共生を図り、地域の個性を最大限に活かしな

がら、地域の豊かさを誇りに、このまちでしか実現できない‘暮らしの豊かさ’を実感でき

るまちを創ることを目指します。 



   

 12

第2節 まちづくりの視点 

これまで独自にまちづくりを進めてきた 2 町村が、１つのまちとして歩み始める最初の 10

年間は、新町の一体感の醸成を図りつつ、それぞれの個性を活かしたまちづくりを推進して

いく非常に重要な時期といえます。 

合併の効果をいっそう高めるまちづくりを進めていくにあたっての基本となり、常に念頭

に置くべき基本となる考え方を「まちづくりの視点」とします。 

 

■視点１ 自然環境を大切にするまちづくり 

「自然の豊かさ」。これは、地域住民の誰もが感じている地域の誇りです。世界遺産白

神山地、澄んだ日本海、美しい夕陽等、新町にはここだけにしかない恵まれた自然環境が

あります。貴重な観光資源でもあるこの自然を守り、後世に伝えていくためにも、この自

然環境へのやさしさに配慮する、という視点でまちづくりを進めることが大切です。 

 

 

■視点２ 地域の絆を大切にするまちづくり 

合併によって、町域は大きくなります。しかし、だからといって住民の暮らす範囲が広

がるわけではありません。これまでに地域社会で培ってきた絆を再度確かめ合い、しっか

りした地域づくりを行いながら、広域的なまちづくりに取り組むことが大切になります。

地域社会という「小ささ」が活きてこそ、新町という「大きさ」を活かすまちづくりがで

きる、という視点で進めることが大切になります。 

 

 

■視点３ 交流・連携
つ な が り

を深めあうまちづくり 

これまで独自にまちづくりを進めてきた 2 町村には、まちづくりの考え方や整備してき

た施設等に共通部分もありますが、異なる部分も多くあります。また、当然ながらまちの

個性も異なっています。合併に当たっては、共通部分は 2 町村の住民が 1つのまちの住民

となるための意識の醸成につなげ、差異はお互いに無いものを補い合うチャンスへと活か

すことが大切になります。地域～旧町村～町外、という‘つながり’を深めあうことで、

新しい可能性を生み出す、という視点でまちづくりを進めることが必要です。 
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第3節 まちづくりの基本目標 

新町では、まちづくりの視点に基づいた施策を、次の 5分野で展開していきます。 

目標１ 支えあう健康長寿青森一の実現（保健・医療・福祉） 

新町は第 1に、「健康長寿青森一」のまちを目指します。生涯スポーツを含めた「生きがい」

づくりの振興による心身の健康づくりとともに、保健・医療・福祉サービスを一体となって

提供する包括的ケアシステムを整備し、町民一人ひとりにあった健康管理体制の構築を進め

ます。また、介護が必要となっても、支えあう温かい地域の中、家族とともに穏やかに尊厳

をもって暮らせる地域社会の実現を目指します。町民の命を守る医療については、地域医療

体制および救急医療体制の整備充実を図ります。新町では、既存の各保健・医療・福祉施設

や関係機関の連携強化、ボランティア活動の推進を図り、高齢者や障害者、子どもなど、す

べての住民が安心して暮らせ、地域で支えあうことができる「しくみづくり」を進めます。 

目標２ 日本海（うみ）と白神（やま）を活かした産業のあるまち（産業・観光） 

白神という類まれな、世界でも有数の豊かな自然環境の魅力と知名度とともに、78 ㎞とい

う長い海岸線と広大な沿岸域がもたらす海の資源を活かした産業の振興を図り、地域の全体

の活性化を図ります。 

基幹産業である農林漁業の基盤整備と流通基盤の整備に加え、より豊富になった地域の資

源の掘り起こしを行い、それらを産業の枠に捕らわれず組み合わせることで、より強い産業

を育みます。 

また‘日本海'と‘白神’という地域イメージを活用し、地元ブランド品の開発・管理とと

もに、情報基盤整備を進め、地域の情報を発信し、工業・商業の活性化につなげます。 

目標３ 心に響く景観のあるまち（生活環境） 

時代の要請であるとともに、まちの魅力アップにつながる環境共生型社会の実現に向けて、

新町では、一人ひとりの環境意識が高く、環境共生型の生活が実践できるまちづくりに取り

組みます。 

目標４ 地域を誇り、学び、発信する人の住むまち（教育・文化） 

地域が共に育て、地域が共に成長する「共育」のまちづくりに取り組みます。教えること、

教わることを通して、地域全体の学び取る力を育てます。大人から子どもへと知識と経験が

自然に流れるしくみづくりを進めると同時に、本地域に脈々と受け継がれている貴重な伝統

芸能の伝承・保存、および新しい文化を吸収し創造していくための環境を整備します。また、

これまで各町村で培ってきた都市間交流・国際交流の経験とネットワークを活用し、誇りを

もって「世界に白神を発信する」人材の育成を図ります。 

目標５ 暮らしを円滑に結ぶネットワークのあるまち（交通・通信基盤） 

住民生活の基盤となり、流通、新町へのアクセス、保健・医療・福祉、防災、行政サービス

等あらゆる分野における機能の向上と交流の基礎となる、道路網や通信網などのネットワー

クづくりを進めます。 
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第4節 土地利用の方針 

豊かな自然環境の保全と地域発展との均衡を図る土地利用は、生活環境の最も基礎となる

ものです。新町における土地利用は、土地の特性を最大限に引き出した上で、自然環境と調

和した、町土の均衡ある発展を目指すものとします。 

図表 3-1 新町土地利用イメージ 

 

  (1)白神山地交流ゾーン 

世界自然遺産登録地域や国定公園に指定された区域を含む山岳地帯は、水源かん養など

住民の生活を支え、また全国民の保養の場として、多面的な役割を果たしています。自然

環境・景観の保全および住民の安全確保とともに、多様な交流の場として適切な利活用を

進めます。 

 

  (2)日本海沿岸振興・交流ゾーン 

全長 78km におよぶ長い海岸線を有する沿岸部においては、海・海岸部の保全、海岸景

観の保全と同時に、海洋性レクリエーションの伸展に対応可能な水域、漁港、施設の整備

に努めます。 

 

  (3)農業振興ゾーン 

農地については、生産基盤の充実を図り優良農地の確保に努めます。また、農村景観の

保全を図ります。 
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  (4)居住生活ゾーン 

各集落については、生活道路、上水道・下水道、公園などの生活基盤整備を進め、快適

な居住空間の形成に努めます。 

 

  (5)地域中核ゾーン 

役場周辺地域および公共的施設集積地域については、公共的機能の維持を図るよう、適

切な整備を進めます。 

 

  (6)地域中核連携軸 

地域中核ゾーンの公共的機能の連携を強化し、住民福祉の向上を図るよう、地域中核

ゾーンを結ぶラインを「軸」として整備を進めます。 
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第4章 新町の主要施策 

新町における施策の体系は次のとおりです。 
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第1節 支えあう健康長寿青森一の実現（保健・医療・福祉） 

 1 健康・体力づくりの推進 

「健康長寿青森一」の実現を目指して、無理せず長く続けることができる生涯スポーツ

の普及、地元食材を中心にした望ましい食習慣づくりなど「身体の健康づくり」とともに、

生きがいづくりなど「心の健康づくり」を含めた保健指導を充実し、より良い生活習慣を

身につけて健康寿命の延伸を図る取り組みを推進します。 

 

● 住民の健康増進を図る拠点として、温泉を利用した健康増進施設や運動施設の整備

と機能向上を図ります。 

● 子どもから高齢者までの健康増進プログラムの開発と指導者の育成を図ります。 

● 住民の施設利用促進を図るため、健康づくり拠点施設までの交通手段を確保します。 

 

 2 安心して暮らせる地域医療環境の充実 

子どもから妊産婦、高齢者まで、誰もが安心して暮らすことができるよう、住民一人ひ

とりの状態に応じ適切な保健・医療・福祉サービスを提供する包括的なケア体制の充実を

図ります。 

 

● 日頃から住民一人ひとりの健康状態や生活環境の把握に努め、疾病の早期発見と初

期医療（プライマリ・ケア）の充実を図ります。 

● 医療や保健情報のデータベース化による情報の共有化を図り、保健・医療・福祉の

一層の連携強化を図ります。 

● 高度医療に関する広域医療圏での連携強化とともに、救急搬送体制の充実に努めま

す。 

 

 3 笑顔あふれる地域社会の実現 

高齢や障害のために支援が必要な人も、子育て中で負担や不安を感じている人も、皆が

笑顔でいられるまちを目指して、日頃から地域の絆をより強く結びあい、地域全体で支援

する体制・機能の充実を図ります。 

 

● 高齢者・障害者（児）が安心して地域の中で暮らせるよう、在宅サービスの充実と

ともに、地域で見守る近隣ネットワークの構築と活動を支援します。 
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● 公共施設のバリアフリー化を推進するとともに、学校や地域で子ども・高齢者・障

害者が交流する機会を設けるなど、支えあう地域社会の構築に向けたノーマライ

ゼーション※意識の醸成を図ります。 

● 地域の子どもの数が減少する中、安心して子育てができる環境づくりに向けて、子

ども同士や保護者同士の絆をより強めるとともに、子育て支援センターや相談窓口

の充実、保育サービスの充実を図ります。 

 

図表 4-1 「支えあう健康長寿青森一の実現」を目指すための主要事業 

主要事業 事業概要 

フィットネスプラザ利用促進事業 フィットネスプラザの施設整備と利用促進を図る。 

健康増進バス事業 健康増進施設の利用者に供するためのバスを購入する。 

健康寿命アップ事業 
運動、栄養・食生活、休養・余暇及び介護予防の面からの指導

のほか、スポーツの施設整備と普及活動を行う。 

地域医療機能拡充事業 

公的医療施設及び付帯施設・設備の整備、医療スタッフの確

保、その他広く住民ニーズに応じた医療サービスを提供する

体制を構築するものとして、地域医療機能の拡充・集約を図

る。 

総合保健福祉センター整備事業 
地域包括ケアシステムの拠点施設を整備し、健康増進及び福

祉・介護行政機能を集約する。 

介護・福祉基盤整備事業 
住民ニーズや地域バランス等を踏まえた介護及び福祉サービ

スを提供する施設の整備及び体制の充実を図る。 

子育て環境向上事業 
子どもを健やかに生み育てる環境（産前産後ケア、育児支援、

学童保育等に係る施設及び体制）を整備する。 

 

                            
※ ノーマライゼーション：高齢者や障害者など、障害をもつ人の生活条件を、可能な限り障害のない

人と同じにしていこうとする考え方。 
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         う   み   や ま 

第2節 日本海と白神を活かした産業のあるまち（産業・観光） 

 1 農林水産業の活性化支援 

日本海の荒波と、白神山地という世界でも有数の自然と共存してきた本地域の農林水産

業を、時代に求められる「食の安全・安心」「環境共生」という風に乗せて、さらなる活性

化を図ります。 

 

①農業 

● 優良農地の保全と農地の流動化を促進する適切な農地活用とともに、ほ場整備、農

道整備など、生産基盤の整備を進めます。 

● 農業技術や経営管理能力の向上、生産法人の拡大などによる農業経営基盤を強化し

ます。 

● 体験農業や農業研修を推進し、担い手の確保と後継者の育成を図ります。 

● 農産物の安全性の確保と同時に高付加価値化を進めるため、自然循環型農業の振興

を支援するとともに、生産・流通履歴表示（トレーサビリティシステム※）の徹底、

日本農林規格の有機認証取得（有機ＪＡＳ※）を目指す生産者の支援、加工技術の向

上と地域特産品の開発等に取り組みます。 

②林業 

● 豊かな森林の持つ水源かん養など、公益的機能を高めるため、適正な森林管理に努

めます。 

● 林業の活性化を図るため、林道の整備、間伐材を利用した木工、特用林産物の生産

等を推進します。 

③水産業 

● 将来にわたる持続可能な水産業の構築に向けて、「つくり育てる漁業」を積極的に展

開するための漁場整備と施設整備を進めます。 

● 各漁港の機能の明確化と機能に応じた施設の計画的な整備を進めます。 

● 消費者のニーズに即した水産物の安定・計画出荷に向けて、貯蔵施設や商品価値の

高い加工品を製造する加工施設を整備するとともに、水産物等の販売促進及び販路

拡大を目指します。 

● 経営基盤の強化に努めるとともに後継者の育成を図ります。 

  

                            
※ トレーサビリティシステム：生産物が、いつ、どこで、どのように生産・流通されたかを、消費者

が把握できる仕組み。 
※ 有機 JAS：JAS 法により定められた有機農産物および有機農産物加工食品の規格。この規格に適合

して有機 JAS マークが付けられたものでなくては、有機食品として表示することができない。 



   

 20

④販路の拡大 

● 郷土料理の発掘や創作等、地元産品の魅力向上による消費の拡大とともに、家庭を

はじめ、庁舎等公共機関、観光施設、学校給食等での地場産品の活用（地産地消）

を推進します。 

● 時代に応じた販路の拡大に向けて、道の駅、観光施設、国内アンテナショップなど

を活用した販売体制の拡充に加え、契約栽培やインターネット販売等の直販の拡大

を図ります。 

 

 2 新たな‘物語り
話 （ わ ）

’の創造 

合併を機に、白神山地の知名度と夕陽の美しい日本海に面している地域性を活かし、「白

神山地と日本海の恵みを感じるまち」という地域イメージを確立し、地域の魅力を国内外

にアピールしながら、地域の活性化に結びつけます。 

 

①地域ブランドの確立 

● 地域に育まれた「本物の素材」の掘り起こし、特産品の開発、ブランドネームやブ

ランド・マークの作成、統一的な品質基準の作成等、地域ブランドを創造します。 

● 地域ブランドの浸透、流通経路、商品販売に至るまで、世界を見据えたブランド戦

略を展開します。 

● 海産物、山菜など、地元食材と郷土料理の掘り起こしや、新たな名物料理づくりな

ど、「食」による地域の魅力の向上を図ります。 

● 地域イメージの向上と都市基盤の整備を進め、白神山地と日本海とともに歩む環境

共生型産業の創出や誘致を推進します。 

● 世界の宝である自然遺産の保護・保全が世界中から注目されている中、自然環境と

共生する先進的な地域として、世界に「白神」を発信します。 

 

②観光 

● 既存観光施設の整備を図り、年間を通して観光客を受け入れる態勢を整えるととも

に、地域に伝わる知恵や自然に関する知識をもつ住民を観光ガイドとして育成し、

再び訪れたい地としての魅力向上を図ります。 
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● 滞在型農林水産業体験観光（グリーンツーリズム、ブルーツーリズム※）や冬の山岳・

生活体験観光（ホワイトツーリズム※）の観光プログラムの充実など、体験型・滞在

型観光を推進し、‘地域のファン’づくりに努めます。 

● 自然に負荷をかけずに白神の息吹を堪能できる新たなコース、‘話（わ）’（＝物語、

ストーリー性）のある観光コースなど、魅力ある観光ルートの開発を進めます。 

● 地域の強み、自然をテーマにしたイベントを定期的に開催し、観光・交流人口の拡

大を図ります。 

 

図表 4-2 ｢日本海と白神を活かした産業のあるまち｣を目指すための主要事業 

主要事業 事業概要 

農業振興対策事業 
畜産や施設園芸を取り入れた複合経営を推進するための施設

整備、生産支援、経営基盤強化を支援する。 

自然循環型農業推進支援事業 
土壌分析、生ごみ等有機性資源の堆肥化による土づくりを支援

する。 

流域公益保全林整備事業 流域における適正な森林施業を行う。 

林道整備事業 林道の改良、開設、橋梁の補修を行う。 

さけ・ます増殖施設整備事業 さけ・ます増殖施設の整備を図る。 

十二湖養魚場改修事業 イトウ養魚施設の改修を行う。 

農林水産物処理加工施設整備事業 
経営の強化にむけて、加工施設を整備し、商品価値の高い水産

加工物を製造し、販売する。 

農林水産物長期貯蔵施設整備事業 
経営の強化にむけて、貯蔵施設を整備し、年間を通じた安定供

給を図る。 

漁具干場・洗浄場整備事業 
定置網、底網等漁具に付着する貝、藻等を除去する洗浄場を整

備する。 

水産基盤整備事業 各漁港および漁港施設整備を行う。 

郷土料理レシピ製作事業 地元の食材を利用した郷土料理のレシピを製作する。 

イベント・観光振興事業 
新町における観光の目玉となる特産品の開発やイベント、観光

ガイドの育成等を行い観光の振興を図る。 

観光施設等整備事業 
通年型観光への事業展開を図るための観光施設の整備・改修の

ほか、観光地のトイレや駐車場等の設備の整備・改修を行う。 

漁業振興対策事業 
漁場や各魚種の養増殖に資する施設及び環境を整備しつつ、生

産支援、経営基盤強化を図る。 

地域６次産業化推進事業 

生産→加工→流通・販売を一事業者または地域内で実践する取

組を推進するものとし、それに係る施設整備や体制づくりを行

う。 

地域資源の活用による新産業創出

事業 

豊富な自然や地元食材、温泉などの地域資源を活用し、農林水

産業、観光、健康・医療・福祉といった様々な産業を融合した

地域ならではの新たな産業の創出及び確立をめざし、その基盤

整備やシステム構築に取り組む。 

雇用確保・起業支援事業 雇用の創出及び確保の取組、起業・創業に対する支援を行う。 

 

                            
※ グリーンツーリズム：都市住民が、農村漁村において、農業体験等を通して自然、文化、人々との

交流を楽しむ、滞在型・体験型余暇活動のこと。農村においてはグリーンツーリズム、漁村において

はブルーツーリズムという。 
※ ホワイト・ツーリズム：グリーンツーリズムの冬季版。雪国でしかできない生活を体験する。 
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第3節 心に響く景観のあるまち（生活環境） 

 1 世界に誇る循環型社会の構築 

ブナの生育環境を破壊するとされる地球温暖化、自然の生態系を破壊する生活排水やご

み問題など、地球規模で起こっている環境問題は地域での身近な問題であるという観点か

ら、暮らしやすく、かつ自然にもやさしい生活を営むことができる生活環境の基盤整備を

推進します。 

 

● 環境政策に総合的に取り組むための、環境基本計画を策定します。 

● 安全で美味しい白神の水を安定して供給するために、水道施設の計画的な改良・更

新を進めます。 

● 公共水域の水質保全のため、公共下水道、漁業集落排水、合併処理浄化槽など、地

域の実情に適した生活排水処理施設の整備を進めます。 

● 風力・地熱などの自然エネルギーの積極的な活用、家庭、事業者、観光施設や学校

給食などの生ごみの堆肥化と環境保全型農業の取り組みを通じて、資源循環型のク

リーンなまちづくりを推進します。 

● 資源循環の‘しくみ’を学ぶ環境教育の素材のひとつとしてガラスづくり体験を活

用し、子どもや観光客の意識の啓発を図ります。 

● 「ごみを出さない」「ごみにしないで再使用する」「原料として再生利用する」※とい

う意識の浸透とともに、簡易包装、ごみの分別・資源集団回収等、住民一人ひとり

が実践できる体制の構築を推進します。 

● 各地区で行っている地域のクリーン・アップ事業を継続するとともに、住民の知恵

を結集し「ゴミを捨てさせない」環境づくりに取り組みます。 

● 廃棄物の不法投棄の防止や、最終処分場の整備を推進し、適正な廃棄物の処理を図

ります。 

 

 2 安全・安心な暮らしの確保 

地震や台風、火災等、住民の生命と財産を脅かす災害をはじめ、地域における安全・安

心を確保する体制の整備が急務となっています。災害発生時における被害を最小限に抑え

る防災体制とともに、交通安全対策や防犯体制の強化を図り、住民も観光客も「一人の犠

牲者も出さない」まちづくりを進めます。 

 

● 災害発生時の迅速な情報伝達と、正確な被害状況の把握を行う情報基盤の整備を推

進するとともに、防災活動の拠点となる消防施設と設備の整備充実を図り、消防防

災体制の強化を図ります。 

                            
※ 「ごみを出さない＝Reduce（リデュース）」、「ごみにしないで再使用する＝Reuse（リユース）」「原

料として再生利用する＝Recycle（リサイクル）」の意味で、頭文字から「3R」と言われる。 
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● 普段から実践的な訓練を実施し、地域の自主防災組織の充実に努めます。 

● 危険箇所の改修、公共施設の耐震化を促進し、災害に強いまちづくりを進めます。 

● 各年代における交通安全教育の徹底や犯罪の被害に遭いにくい環境づくり、地域・

家庭・学校などと連携した防犯意識の高揚など、より安全なまちづくりを地域と協

力して取り組みます。 

 

図表 4-3 ｢心に響く景観のあるまち｣を目指すための主要事業 

主要事業 事業概要 

上水道整備事業 
安全で美味しい水を安定供給するため、基幹施設の整備を図

る。 

特定環境保全公共下水道事業 

漁業集落環境整備事業 

合併浄化槽設置事業 

公共用水域の水質保全、生活環境の改善に向けて浄化施設の

整備を図る。 

西海岸衛生処理組合最終処分場負

担金 

現在の最終処分場が満杯になることから、適正な閉鎖最終処

分場を新設する。 

斎場建設事業 現在 3ヶ所ある斎場の統合を行う。 

防災行政情報伝達システム整備事

業 
防災行政無線に代わる新たな情報伝達システムを整備する。 

消防防災等施設･設備整備事業 
消防署および屯所の新規建設、消防ポンプ自動車等の設備を

整備する。 

防災訓練事業 
住民が、災害に対する意識をもち続けるため、防災訓練を実

施する。 

急傾斜地対策事業 災害危険箇所に崩壊防止施設を整備する。 

再生可能エネルギー導入活用事業 

風力発電などの再生可能エネルギーを活用する基盤の導入及

び整備並びに普及を図りつつ、適正な運用と維持・管理を行

う。 

クリーン・アップ事業 
適正なごみ処理、町内美化、リサイクルを推進するため、各種

関連施設の整備及び適正な管理やその他必要な取組を行う。 

防災体制強化事業 

自主防災組織等（消防団や自治会等）の育成とその活動基盤

を整備すると共に、避難施設の整備や各施設の耐震化、交通・

連絡・通信網の整備など、防災体制及び被災時に対応する基

盤の強化を図る。 
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第4節 地域を誇り、学び、発信する人の住むまち（教育・文化） 

 1 時代に求められる人を育てる学校教育の充実 

子どもたちの生きる力を育み、時代の変化に柔軟に対応できる人材を育てるため、基礎

学力の向上とともに、学校を地域の世代間交流の舞台として「教育力・共育力」を高める

学校づくり、学習環境づくりを推進します。 

 

● 適正規模の学級編成を可能にする学校統合を推進するとともに、特別支援教育の充

実や情報化に対応した教育の充実など、時代の変化に即した学校づくりを支援しま

す。 

● 豊かで美しくまた厳しさも併せ持つ自然環境や、地域に伝わる伝統文化を活用した

体験学習を通して、地域への愛情と誇りを育みます。 

● 学校給食や体験学習を通じた「食」に関する教育の充実を図り、健康な身体づくり

の基礎を養うとともに、「食」の観点から地域をより深く知ることにつなげます。 

● 老朽化した校舎の改修等、学校施設・設備の計画的な整備を進め、よりよい教育環

境づくりを推進します。 

 

 2 地域特性を活かした生涯学習の推進 

住民一人ひとりの学ぶ力・学び取る力を高め、地域の知恵と経験を次世代につなげる人

づくりに取り組みます。 

 

● 生涯学習の機会の充実と情報提供、生涯学習グループ同士の交流・連携等、一人ひ

とりの主体的な学習意欲を高める学習環境づくりを支援します。 

● それぞれの地域に伝え残されてきた文化財等の保存継承に取り組むため、文化財の

調査とともに、資料館や美術館等を整備・充実します。 

● 「地域のリーダー」「地域の先生」となる「地域の専門家」の育成に努め、学校教育

や地域活動、観光イベントにおける活動機会の拡充を図ります。 

● 「住民一人ひとりが地域ブランド」となるための人づくりの一環として、地域全体

を博物館と捉えたエコ・ミュージアム運動を推進し、白神山地を始めとする地域の

自然資源、文化・歴史資源、産業資源の学習と発掘を行います。またこうした資源

を題材にした「地域の‘話（わ）’（＝物語、ストーリー）」づくりに子どもたちや地

域住民の積極的な参画を促します。 

● 生涯学習施設の整備と機能の向上、統廃合された学校舎などの有効活用等、地域住

民の活動拠点の整備を行います。 
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 3 住民活動・住民交流の支援 

住民相互の交流拡大による新町住民としての一体感の醸成や、地域を国内外にアピール

するための交流活動を推進し、地域の活性化と個性的なまちづくりを推進します。 

 

● 地域づくりや住民主体のまちづくりを推進するため、町内会などの地域コミュニ

ティ活動や、スポーツ・レクリエーション活動、伝統文化の保存・継承活動等を支

援するとともに、活動拠点となる施設の整備を推進します。 

● 各団体の交流を促すための地域交流イベントを開催します。 

● 学校や地域における語学教育、国際理解教育の充実を図りながら、中高生や住民に

よる外国人観光客の案内の機会をつくるなど、国際交流事業を推進し、国際的に活

躍する人材の育成を図ります。 

 

図表 4-4 ｢地域を誇り、学び、発信する人の住むまち｣を目指すための主要事業 

主要事業 事業概要 

学校給食施設整備事業 食育教育を取り入れた、学校給食を実施する。 

小学校統合事業 

複式学級の解消が見込めない小学校について、よりよい教育

水準の向上を図るために学校統合を実施し、校舎・施設を整

備する。 

小学校施設整備事業 

小学校施設の教育環境向上のための施設整備を行うものと

し、ＩＣＴの活用やプログラミング教育の実施など時代の変

化に対応した施設整備を継続して行う。 

中学校施設整備事業 

老朽化した中学校施設の耐震化等を図り、ＩＣＴの活用やプ

ログラミング教育の実施など時代の変化に対応した施設整備

を継続して行う。 

生涯学習施設整備事業 生涯学習施設の新設、既存施設の機能の充実を図る。 

美術館改造事業 
町有の美術品の展示を行うため、資料館を美術館に改造して

活用を図る。 

スポーツ施設整備事業 住民のスポーツ活動を支える施設の環境を整備する。 

コミュニティセンター施設整備事

業 
住民活動の拠点として、施設の整備を行う。 

中学校統合事業 

生徒が減少するなか、社会に順応するためのよりよい教育水

準の維持・向上を図るために学校統合を実施するものとし、

それに伴う校舎・施設等、より良い教育環境を整備しつつ、広

域通学に応じた体制を構築する。 

歴史・文化財保護整備事業 
歴史文化財を永く後世に伝えるため、保護・保存のための取

組、関連施設の整備を行う。 

移住・交流・定住促進事業 

町外からの移住・交流を促進し、移住者及び若者の町内での

定住を図るため、住環境や交流施設等の整備や移住者等の受

入体制の構築に取り組むと共に、移住者や若者が地域で活躍

する機会の創出や活動支援を行う。 
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第5節 暮らしを円滑に結ぶネットワークのあるまち（交通・通信基盤） 

 1 交通アクセスの強化 

新町の一体化のみならず、町内外との交流の活性化、魅力ある産業の創出、消防・救急

体制の強化など、地域の利便性と定住環境の向上の基盤となる道路ネットワークを計画的

に整備します。 

 

● 国道 101 号および町道、農道、林道など地域生活を支える道路については、新町内

および周辺地域を円滑に移動できるよう、地域バランスを考慮した整備を図ります。 

● 冬期間の除雪、歩道の整備、交通安全施設の整備等、子どもや高齢者、観光客も含

め、歩行者と車両ともに利用しやすい道路づくりを推進します。 

● 白神ライン（県道岩崎西目屋弘前線）は、白神山地を地域の重要資源とするまちづ

くりにおいてその重要性も高まることから、引き続き整備を要請します。 

● 西津軽能代沿岸道路の早期実現に向けて、関係機関への要請を強化します。 

 

 2 公共交通サービスの強化 

高齢者や子ども等にとって大切な移動手段として、また、新町の一体化や交流の活性化

を図る観点から、新しいまちづくりに貢献する公共交通網の構築を図ります。 

 

● 既存バス路線の維持・確保に向けて、関係機関への要請を強化します。 

● 隣接地域、観光資源や公共施設間をつなぐ地域循環バスや福祉バスの導入など、地

域の実情に適した公共交通網を検討します。 

● JR 五能線の輸送力強化を関係市町村とともに要請します。 

 

 3 情報基盤の強化 

保健・福祉・医療の連携や緊急時の円滑な情報伝達など、暮らしの安全と安心を確保す

るとともに、21 世紀の高度情報社会の恩恵を享受することのできる情報基盤の着実な整

備を推進します。 

 

● 学校、生涯教育施設、役場等の各公共施設間のネットワーク化、防災行政無線の更

新などの情報基盤を整備します。 
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図表 4-5 「暮らしを円滑に結ぶネットワークのあるまち」を目指すための主要事業 

主要事業 事業概要 

町道整備事業 町道の改良、橋梁整備、歩道新設等の整備を図る。 

行政情報システム高度化・ネット

ワーク事業 
公共施設の高速通信ネットワーク化を図る。 

公共交通・輸送機能確保事業 

道路の他、鉄道及び路線バス等の公共交通機能の維持及び向

上並びに安心安全な交通を確保するための施設等を整備しつ

つ、交通や買物が不自由な住民のための交通・輸送サービス

を実施する基盤・体制を整備する。 

高速通信回線利活用事業 
光ファイバ通信回線の普及を促進し、その回線を活用した住

民サービスを提供する基盤を整備する。 
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第6節 まちづくりの推進体制 

 1 住民参加の促進 

‘豊かさ’を実感できる“住民満足度の高い定住環境”は与えられるものではなく、住

民と行政の協働による創意工夫から創り続けるものです。 

新町は合併を契機として、「ここだけでしか実現できないまちづくり」の基本となる「こ

の地域にしかない個性」を創りだすために、住民参加を進める仕組みづくりに取り組みま

す。 

 

● 広報紙やインターネット、寄り合いなどを活用しながら、地域情報を住民と積極的

に交換し、まちづくり情報の共有化を図ります。 

● 合併市町村振興基金※を活用して住民活動の活性化を図るとともに、まちづくり懇

談会や関係団体の意見交換会等を開催し、地域づくりに住民のアイデアと工夫を活

かします。 

 

 2 行財政運営 

新町のまちづくりの基礎となる行財政の健全な運営の確立に向けて、合併に係る国・県

の財政支援を有効に活用して新町の行財政基盤を強化し、次世代に豊かさをつなげるため

の「まちの体力」づくりに努めます。 

 

● 合併を機に、事務事業の徹底的な見直しと広域事業の共同化を進め、行政運営の効

率化を図ります。 

● 本庁・支所・公共施設間のネットワーク整備による電子自治体化を進め、利便性の

向上と同時に、行政機能の向上と事務処理の迅速化・簡素化を推進します。 

● 行政と住民の信頼関係向上のため、情報公開の拡充と、住民が理解・納得できるよ

う説明する責任（アカウンタビリティ）を遂行します。 

● 職員のボランティア活動・まちづくり活動への積極的な参加や研修制度の充実に努

め、職員の資質と能力の向上を図ります。 

● 庁舎については、本庁・支所ともに行政機構・組織の再編にともなう適切な整備を

行います。 

 

 

 

 

                            
※ 合併市町村振興基金：住民の一体感の醸成や旧町村単位の地域振興を図るためのソフト事業を行う

ために積み立てる。 
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図表 4-6 まちづくりを推進するための主要事業 

主要事業 事業概要 

新町総合計画策定 新町の総合計画を策定する。 

合併市町村振興基金造成事業 合併特例債によって基金を造成する。 

庁舎事務室等改修整備事業 行政機構の再編にともなう整備を行う。 

事務処理・情報システム整備事業 

財務・税務・住民情報・その他行政運営上必要なシステムを適

切に導入・更新・運用し、行政機能の向上と事務処理の迅速

化・効率化を図る。 

広域連携・官民等連携促進事業 
他自治体や民間、大学、金融機関等との連携による各種取組

を推進する。 

公共施設・公有財産適正管理事業 

住民ニーズへの対応と持続・安定的な財政運営を図るため、

公共施設・公有財産の適正かつ計画的な維持・管理、利活用、

更新や統合、長寿命化、除却に取り組む。 
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第5章 新町まちづくりにおける県事業の推進 

第1節 県事業の推進 

新町においては、この合併を機に地域の資源を最大限に生かし、本地域でしか実現できな

い個性的なまちづくりを住民と共に推進します。本地域においては、今後とも予測される少

子高齢化の進行に適した居住環境の整備とともに、世界に誇る白神山地の「顔」として、当

地を訪れる人々が、白神を快適に堪能できる環境の整備をいっそう推進していく必要があり

ます。 

新町と青森県は、連携・協力し合い、新町の将来像である「次世代に豊かさをつなげる、

‘わ’を創るまち」の実現に向けたまちづくりを進めていきます。 

 

第2節 新町まちづくりにおける県事業 

 1 農業・水産業の振興 

新町は、「日本海と白神を活かした産業のあるまち」づくりを推進し、基幹産業である

農業・水産業を中心とした地域の活性化を図ります。 

青森県はこのような新町のまちづくりを支援し、ほ場、農道、漁港等、農業・水産業の

生産基盤の整備を推進することとしています。 

 

 2 地域基盤・道路網の整備 

新町は、「暮らしを円滑に結ぶネットワークのあるまち」づくりを推進し、住民が地域

で快適に暮らすことができ、訪問者が地域環境を堪能できるまちづくりを図ります。 

青森県はこのような新町のまちづくりを支援し、海岸保全、国道・農道等の基幹道路の

計画的な整備を推進することとしています。 

図表 5-1 新町における県事業一覧 

主要事業 事業概要 

広域営農団地農道整備事業 
広域営農団地整備計画に基づき、農産物流通の改善と農村環

境の向上を図るため、基幹となる農道を計画的に整備する。 

ふるさと農道緊急整備事業 

農村地域の振興と生活環境の向上を図るため、集落間、集落

と基幹的道路、集落と公共施設などを結ぶ農道を計画的に整

備する。 

中山間地域総合整備事業 
農業生産の効率化を図るため、地域性をふまえたほ場整備を

行う。 

海岸保全施設整備事業（侵食対策） 
海岸侵食による農地、農業用施設等の被害を防ぐため、海岸

保全施設（離岸堤）を整備する。 

水産基盤整備事業 漁港施設の整備を行う。 

海岸環境整備事業 
海岸利用を促進するため、周辺のレクリエーション施設整備

計画と一体的に離岸堤等を整備する。 

国道 101 号道路整備事業 幹線道路である国道を整備する。 
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第6章 公共的施設の適正配置と整備 

第1節 基本的考え方 

公共的施設については、利便性の向上を最優先に考慮し、住民生活に急激な変化を及ぼさ

ないよう十分配慮しながら検討していくこととします。 

整備に当たっては、地域間のバランス、特性、財政状況等を考慮するものとします。また、

既存施設の有効活用を図ります。 

 

第2節 適正配置・総合整備方針 

 1 役場本庁・支所について 

新町の役場庁舎は現深浦町役場に置くものとし、現岩崎村役場は支所とします。現大戸

瀬支所については、現行のとおりとします。合併により広域化する新町において、窓口サー

ビスが低下しないよう、庁舎間の電算システムの統合やネットワーク化等機能の整備を行

います。 

また、本庁舎、支所施設については、組織・機構の再編に伴う適切な整備改修を行いま

す。 

 

 2 学校・福祉・文化施設について 

学校・福祉・文化施設に関しては、利用者数や地域的特性等を考慮して、今後検討・整

備を進めます。 

 

 3 既存の公共施設の維持・管理等について 

既存の公共施設については、老朽化等により今後の更新や維持管理に多大な負担を伴う

ことが懸念されます。各公共施設の実態を一元的に把握した上で、計画的かつ適切な維持・

管理及び有効な活用、更新、統合、長寿命化、除却を進めます。 
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第7章 財政計画 

第1節 前提条件 

「財政計画」は、新町の財政運営の指針となるものであり、まちづくり計画で予定してい

る事業の実施を財政的に裏付けるものです。 

策定にあたっては、健全財政を行うことを基本に策定し、現況および過去の実績などから

新町としての歳入・歳出の個々の項目ごとに普通会計ベースで策定しています。 

各項目については、以下の点に留意しています。 

 

 1 歳入 

  (1)地方税 

現行制度を基本とし、今後の経済見通しを見込んでいます。 

  (2)地方交付税 

平成 16 年度の算定結果を基に、現行の交付税制度を基本とし、普通交付税の算定

の特例等による交付税措置等を見込んでいます。 

  (3)国・県支出金 

過去の実績等により算定し、今後、国・県の行政改革の方向性なども総合的に勘案

し、過大にならないよう見込んでいます。 

また、合併に伴う国・県の財政支援措置に係る国庫補助金並びに県交付金も見込ん

でいます。 

  (4)地方債 

新町のまちづくり計画における主要事業の実施に伴い、合併特例債および過疎債等

の活用を見込んでいます。 
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 2 歳出 

  (1)人件費 

特別職、議会議員、委員会委員等の減少を見込んでいます。一般職については、定

員適正化計画を基に減少を見込んでいます。 

  (2)扶助費 

過去の実績等を踏まえ、高齢化と人口減少を見込んでいます。 

  (3)公債費 

合併前年度までの借入に対する償還額および新町建設の主要事業に係る合併特例

債や新たな地方債の償還額を見込んでいます。 

  (4)物件費、維持補修費、補助費等 

過去の実績推移と合併による節減等を見込んでいます。 

  (5)積立金 

合併市町村の地域振興を目的とする「合併市町村振興基金」の積み立てを見込んで

います。 

  (6)繰出金 

国民健康保険・老人保健・介護保険の特別会計に関しては、過去の実績等を勘案し、

下水道事業、集落排水事業等に関しては収支見通しを勘案し繰出金を見込んでいます。 

  (7)普通建設事業費 

新町まちづくり計画に基づく事業費およびそれ以外に予想される普通建設事業経

費を見込みます。 
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第2節 財政計画 

新町の財政計画は次のとおりです。 

 

 1 歳入                                単位：千円 
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 2 歳出                                単位：千円 

 

 

 


